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本資料の取扱いについて

本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらの記述は、当該記述を作成した時点における情報に基づいて作成

されたものにすぎません。さらに、こうした記述は、将来の結果を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

実際の結果は環境の変化などにより、将来の見通しと大きく異なる可能性があることにご留意ください。

上記の実際の結果に影響を与える要因としては、国内外の経済情勢や当社の関連する業界動向等が含まれていますが、これらに限ら

れるものではありません。

また、本資料に含まれる当社以外に関する情報は、公開情報等から引用したものであり、かかる情報の正確性、適切性等については

当社は何らの検証も行っておらず、またこれを保証するものではありません。

ディスクレーマー



 1 カンパニーハイライト
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ENECHANGEのコア領域は、「電力の需要側」のイノベーションです。カーボンゼロの実現のために、当社は、脱炭素な
電気への切替、EV充電やデマンドレスポンスの利活用による電力需要マネジメントを通じて貢献していきます。

ENECHANGEは、カーボンゼロを推進する会社です

供給の脱炭素化

電 
力 
需 
要 
マ 
ネ 
ジ 
メ 
ン 
ト

※1 国立研究開発法人国立環境研究所「温室効果ガスインベントリ」「日本の温室効果ガス排出量データ」より、エネルギー転換部門、産業部門、業務部門、家庭部門、運輸部門を含む

ENECHANGE  コア領域

同時同量

需要の電化

カンパニーハイライト：世界的潮流
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ENECHANGEは、発電や小売を行わず中立的な立場でエネルギー業界のイノベーションを推進する「エネルギーテック」
企業です。脱炭素社会の実現に向けて、急速な変化が求められるエネルギー企業に対して、最先端のテクノロジーサービス
の提供を通じて、エネルギー業界全体の変革を支援することが、当社の役割です。

「エネルギーテック」分野のカテゴリーリーダー

カンパニーハイライト：当社のポジショニング

発電 送配電 小売（売電）

大手電力会社

主要新興エネルギー企業※1

※1 2010年代の東京証券取引所における新規上場企業より当社にて選定
※2 2020年発送電分離により送配電部門は法的分離

エネルギーテック企業

エネルギー特化のSaaSの提供

大手エネルギー企業

大手電力会社※2

大手新電力
（大手ガス・石油事業者等）

レノバ社 グリムス社

J-POWER社
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当社は、エネルギー業界に特化した垂直型SaaS事業を展開しています。エネルギープラットフォーム事業（以下「プラッ
トフォーム事業」）では日本最大級の電気ガス切替サービスを提供、エネルギーデータ事業（以下「データ事業」）は電気
自動車（以下「EV」）充電やデマンドレスポンスを軸とした電力マネジメントサービスを行っていきます。

エネルギー業界に特化した垂直型SaaS事業

カンパニーハイライト：当社の事業領域

データ事業プラットフォーム事業

売上高成長の最大化 先行投資によるプロダクト強化

EV充電・デマンドレスポンスを軸とした電力マネジメントサービス電力ガス自由化に伴う電力ガス会社の切替サービス
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高い売上高成長率継続の目安として、年平均30%以上の売上高成長、2027年12月期に売上高100億円達成を掲げています。
2021年12月期は売上高成長76%を達成、期初予想（35%成長）を大きく上回って着地しました。2021年12月に実施した公
募増資の資金を活用し、売上高100億円の目標を前倒して達成することを目指します。

売上高100億円の早期達成にむけて売上高成長を最優先

カンパニーハイライト：中長期的成長の考え方

 FY27-
利益創出フェーズ

FY21 - FY27
売上拡大フェーズ

FY15 - FY20
創業フェーズ

FY27FY15 FY20

データ事業

プラットフォーム事業

単位：億円
■ 売上高推移

東証マザーズ上場
2020年12月23日

FY27売上高

100億円

早期達成へ挑戦
FY21

売上高成長率

76 %

FY 売上高
予想

売上高
実績

2020 16.6 17.1

2021 期初 23.0
(YoY+35%)

30.0
(YoY+76%)

2022

2023

2024

2025

2026

2027 100

年平均成長率

30%



 2 エグゼクティブ・サマリー
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2021年12月期
連結業績

エグゼクティブ・サマリー

データ事業

■ 顧客数は過去最高（同+56％）を更新
■ 四半期売上高は順調に増加（同+41%）、ストック型収益は過去最高

（同+37％）を更新
■ EV充電サービスへの積極投資中

■ 年間売上高は30.1億円（前期比+76%、期初予想23億円に対し+131%）
ストック型収益は11.3億円（同+26%）といずれも過去最高を更新

■ 利益面では売上高総利益 25.8億円（同+95%）と過去最高を更新
営業利益は積極的な投資を開始しながらも黒字で着地

■ 売上高は4,000百万円（前期比+33%）、営業損失は▲1,500百万円を想定
■ 昨年12月に調達した39億円の資金を活用し、プラットフォーム事業での

広告宣伝（12億円）やデータ事業でのEV充電サービス（9億円）の合計21億円
の先行投資を実施

2022年12月期
通期業績予想

■ ユーザー数は過去最高（前年同期比+59%）を引き続き更新
■ 四半期売上高（同+99％）とストック型収益（同+32%）ともに過去最高を更新
■ パートナー強化とM＆Aが成長を牽引

プラットフォーム
事業

2021年度　エグゼクティブ・サマリー
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2021年12月期 連結業績：業績サマリー

Q4（10月-12月） Q1-Q4累計（1月-12月）

FY20 FY21 前年同期比 FY20 FY21 前年同期比

売上高 461 831 +80.4% 1,713 3,018 +76.2%

売上総利益 366 707 +93.0% 1,323 2,582 +95.0%

売上総利益率 79.6% 85.1% +5.5pt 77.3% 85.6% +8.3pt

販管費 396 804 +103.0% 1,270 2,541 +100.0%

営業利益 ▲29 ▲96 - 53 40 ▲23.2%

営業利益率 ▲6.4% ▲11.6% ▲5.2pt 3.1% 1.4% ▲1.7pt

経常利益 ▲53 ▲142 - 6 ▲2 -

親会社株主に帰属
する当期純利益 ▲54 ▲147 - ▲16 ▲85 -

（単位：百万円）

2021年12月期 連結業績サマリー
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売上高は、期初業績予想である2,300百万円に対し、3,018百万円で着地し達成率131%となりました。期中に3度の売上高の
上方修正を実施するなど、想定を上回って事業が好調に推移しました。

売上高は期初業績予想を大幅に上回る達成率（+131％）にて着地

FY21 通期実績
3,018百万円

期初予想

2,300 百万円

FY20 通期実績
1,713百万円

2021年12月期 連結業績：予想に対する達成率

■ 売上高

FY20

FY21

達成率 

131%
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四半期売上高は前年同期比+81%増、四半期ストック型収益は同+35%増といずれも過去最高を達成しました。

過去最高の売上高（+81%）及びストック型収益（+35%）を記録

単位: 百万円

2021年12月期 連結業績：売上高

■ 四半期売上高※1 ■ 四半期ストック型収益※2

単位: 百万円

前年同期比
(FY20Q4→FY21Q4)

+ 81 %

前年同期比
(FY20Q4→FY21Q4)

+ 35 %

※1 2019年7月31日に事業譲渡したSIM事業（当社の家庭向け格安SIM・スマホ比較診断サービスである「SIMチェンジ事業」）を除く売上高を記載
※2 ストック型収益は、企業の営業活動によって毎期、経常的・反復的に生じる継続報酬やソフトウェアライセンス料などを集計
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プラットフォーム事業は電力切替需要の増加により売上高は前年同期比+99％増、ストック型収益はユーザー数の増加によ
り同+32%増といずれも過去最高となりました。データ事業は新規顧客へのプロダクト導入並びに既存顧客へのクロスセル
が進んだことにより、売上高は同+41%増、ストック型収益は同+37％増（過去最高）となりました。

両事業ともに過去最高のストック型収益を記録

2021年12月期 連結業績：セグメント別売上高

単位: 百万円

■ プラットフォーム事業四半期売上高※1 ■ データ事業四半期売上高

売上高
前年同期比

(FY20Q4→FY21Q4)

+ 99 %

ストック型
前年同期比

(FY20Q4→FY21Q4)

+ 32 %

売上高
前年同期比

(FY20Q4→FY21Q4)

+ 41 %

ストック型
前年同期比

(FY20Q4→FY21Q4)

+ 37 %

フロー型収益 ストック型収益 単位: 百万円 フロー型収益 ストック型収益

※1  2019年7月31日に事業譲渡したSIM事業を除く売上高を記載
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売上総利益率の高いプラットフォーム事業の売上増加に伴い、四半期売上総利益は707百万円（前年同期比+93%増）と過去
最高を記録、売上総利益率も85%（同+5pt増）と高水準を維持しています。

過去最高の売上総利益を記録（+93%）

2021年12月期 連結業績：売上総利益及び売上総利益率

単位: ％

前年同期比
(FY20Q4→FY21Q4)

+ 93 %

■ 売上総利益 ■ 売上総利益率
単位: 百万円

前年同期比
(FY20Q4→FY21Q4)

+ 5 pt
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M&Aやファイナンス等に係る一時費用の発生（約32百万円）に加え、プラットフォーム事業において広告宣伝等への投資を
開始しており、Q4においては計画通りの営業赤字となりました。四半期調整後営業利益※2は402百万円（前年同期比+196%
増）と過去最高を記録しています。

過去最高の調整後営業損益を記録（+196%）

2021年12月期 連結業績：営業損益の推移

※1 調整後営業損益は、営業損益から広告宣伝費、 販売手数料（切替に伴ってパートナーに直接的に負担する費用）、販売促進費用（切替に伴ってユーザーに直接的に負担する費用）、のれん償却費、一時費用を除
いて算出

前年同期比
(FY20Q4→FY21Q4)

+ 196 %

■ 営業損益（四半期） ■ 調整後営業損益※1（四半期）
単位: 百万円 単位: 百万円
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ユーザー数は切替数拡大に加え買収効果により、前年同期比+59%増（買収効果を除くと同+36%増）となりました。ARPU
は買収によるユーザー数増加は一時報酬を伴わないものであるため前四半期比で減少していますが、その影響を除くと前四
半期同様の高い水準（前年同期比+41%増）を維持しています。

プラットフォーム事業：ユーザー数は過去最高（+59%）、ARPUは高水準を維持

2021年12月期 連結業績：主要KPI（プラットフォーム事業）の推移

単位: 円

※1 法人の一般家庭換算は、一般家庭の容量を4kWとし総獲得容量から割り戻して計算。「ユーザー数」は前回資料の「継続報酬対象ユーザー数」と同義
※2 Average Revenue Per User：四半期セグメント売上高を四半期末の継続報酬対象ユーザー数で除して算出

単位: 千件

■ ユーザー数（一般家庭換算）※1 ■ ARPU ※2

ユーザー数（法人向け）
ユーザー数（家庭向け）

前年同期比
（買収効果除く）

(FY20Q4→FY21Q4)

+ 36 %

前年同期比
（買収効果除く）

(FY20Q4→FY21Q4)

+ 41 %

前年同期比
（買収効果含む）

(FY20Q4→FY21Q4)

+ 59 %

FY21
Q4

買収効果

1,602

前年同期比
（買収効果含む）

(FY20Q4→FY21Q4)

+ 25 %
（買収効果含む）

（買収効果除く）
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EMAP・SMAPを中心とした主力プロダクトの新規導入により顧客数は前年同期比+56%増と過去最高となりました。ARPU
は、前年同期比では低単価プロダクトによる新規顧客の開拓により前年同期比▲10%減となっていますが、引き続き安定した
水準を維持しています。

データ事業：顧客数は過去最高（+56%）

2021年12月期 連結業績：主要KPI（データ事業）の推移

単位: 千円単位: 社数

※1 期末時点の顧客数をカウント
※2 Average Revenue Per User：四半期セグメント売上高を四半期末の顧客数で除して算出

前年同期比
(FY20Q4→FY21Q4)

+ 56 %

前年同期比
(FY20Q4→FY21Q4)

△ 10 %

■ 顧客数 ※1 ■ ARPU ※2
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プラットフォーム事業でのユーザー獲得数の増加や、データ事業でのアップセル・クロスセルにより、既存顧客からのス
トック型収益は増加し、NRR※1は120%以上となっています。なお、2021年度上半期はコロナ禍の電力需要の減少の影響を
受け一時的にストック型収益成長が鈍化したものの、下半期からは再び成長が加速しています。

エネルギーSaaSとして高水準のNRRを維持

※1 NRR：Net Revenue Retention（ネットレベニューリテンション）は「N-1期末時点における顧客から生じるN期末時点におけるストック収益」÷「N-1期末時点におけるストック収益」で算出

2021年12月期 連結業績：ネットレベニューリテンション

■ NRR

FY20

+ 129 %

FY21

+ 126 %

■ 顧客サービス開始時期別ストック型収益の推移

　　 FY21

　　 FY20

        FY19

        FY18

        FY17
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2021年第4四半期においては、広告宣伝費、販売手数料（パートナーチャネル）・販売促進費用（自社チャネル）、新規人
材採用（その他販管費）など成長投資を積極化させました。適切なコストコントロールにより、ガイダンスどおり通期では
40百万円の営業黒字となりました。

成長投資を積極化しつつも適切な水準でのコストコントロールを維持

2021年12月期 連結業績：販売費及び一般管理費の推移

■ 販売費及び一般管理費の推移
単位: 百万円

広告宣伝費：
自社チャネルのデジタルマーケティ
ング強化による増加

その他販管費：
採用費・IR強化関連費用を中心とし
た一過性の費用が増加

人件費：
プラットフォーム事業のセールスを
中心とした人員拡充により増加

のれん償却費・一時費用：
M&Aやファイナンスに伴う専門家費用
等、及び買収に伴うのれん償却費が増
加

販売手数料・販売促進費用：
ユーザー獲得が好調に推移したこと
に伴い増加



■ エネルギープラットフォーム事業

■ エネルギーデータ事業

 4 事業説明



■ エネルギープラットフォーム事業
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電力小売自由化は、法人向けは2005年、家庭向けは2016年であり、新電力のシェア（契約口数ベース）は、法人向け31.3
％、家庭向け20.5％に達しております。新電力の利用者における当社シェアは、法人向け1.9％、家庭向け1.7%とともに過
去最高を記録し、特に家庭向けで急速にシェアを拡大しています。

新電力利用者における当社シェアは過去最高を更新

※1 電力・ガス取引監視等委員会による電力取引報の契約口数をベースに新電力シェア（左）を作成、当社シェア（右）は口数をkWに換算し当社にて算出

プラットフォーム事業：契約口数におけるシェア

家庭向け
法人向け

家庭向け
法人向け

■ 契約口数ベースでみる新電力シェアの推移※1 ■ 新電力の利用者における当社シェアの推移※1
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新電力のシェアがキャズムを超えたことにより、電力切替は今後本格的な普及に向かうと見込まれます。この普及期におい
て、当社のシェアをさらに拡大させるため、積極的な販売促進を行ってまいります。

「キャズム」を超えた電力切替は本格的な普及を迎える見込み

プラットフォーム事業：「キャズム」を超えた電力切替

採
用
者
数

アーリー
アダプター

34%

時間

16%

13.5%

2.5%

イノベーター

アーリー
マジョリティ

レイト
マジョリティ

ラガード

34%

キャズム
深い溝

メインストリーム市場初期市場

電力自由化
いまここ
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自社チャネル強化に向けたデジタルマーケティングの強化等によりCACが増加し、LTV/CACは下落しているものの、3.5倍と
健全な水準を維持しており、今後は更なる積極的な顧客獲得施策を検討していく方針です。

広告宣伝によりCACは増加も、LTV/CACは3.5倍と健全な水準を維持

プラットフォーム事業：自社チャネル強化

※1  広告宣伝費（リスティング広告など直接的な顧客獲得に紐づかない活動に伴う費用）、販売促進費用（切替に伴ってユーザーに直接的に負担する費用）、販売手数料（切替に伴ってパートナーに直接的に負担する費
用）、人件費・その他費用、を集計。販売促進費用（自社チャネル）と販売手数料（パートナーチャネル）は提携企業から受領する一時報酬（売上）の範囲内で支払う
※2  LTV：Lifetime Valueの略で顧客生涯価値、CAC：Customer Acquisition Costの略で顧客獲得コスト、LTV/CACはその比率。詳細はAPPENDIXを参照

■ プラットフォーム事業の販管費推移※1 ■ LTV/CAC※2

（販売促進費用＋販売手数料）／一時報酬
販売促進費用・販売手数料

広告宣伝費
人件費・その他費用 顧客獲得コスト（CAC）※2

健全性の目安

3.0倍
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国際的なエネルギー価格の高騰を受けて、電気料金における燃料調整費が増加し、電力使用者の負担が大きくなっていま
す。コスト意識の向上により電力切替が促進される一方で、電力卸市場（JEPX）価格の上昇により、電力会社の販売促進
費用の削減（当社における一時報酬の減少）等の影響が出始めています。

主要ニュース：電気料金・電力卸市場価格は上昇傾向、電力会社の財務悪化の影響を注視

プラットフォーム事業：2021Q4 主要ニュース

21/9/1
22/2/1

※1 一般社団法人エネルギー情報センター 「新電力ネット」より、10電力の各月の平均値を算出し作成。家庭向けは低圧、法人向けは高圧に該当
※2 JEPX取引情報よりシステムプライスの一日の平均値を算出

21/10/1
21/11/1

21/12/1
22/1/1

■ 燃料調整費の推移※1 ■ JEPX価格の状況※2

21/1
21/4

21/7
21/10

22/1

家庭向け
法人向け

電力会社の損益分岐点

約16円

単位: 円/kWh 単位: 円/kWh

22/3
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2021年12月に実施した公募増資による資金を活用した、広告宣伝の強化を開始しています。比較的効果の見込みやすいデ
ジタルマーケティングを優先して実施し、ユーザー層の拡大に取り組んでいます。テレビCMについては、足元の電力会社
の経営環境の変化を踏まえて、一旦保留とします。

2021Q4実績①：デジタルマーケティングによる広告強化

プラットフォーム事業：2021Q4実績①

■ デジタルマーケティング広告を強化 ■ 広告のイメージ

リスティング広告
（Google Yahoo）
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2021年11月の制度改正により「トラッキング付FIT非化石証書※1」を電力事業者以外でも購入することが可能となり、当社
も取り扱いを開始しました。プライム市場の上場企業には、TCFD※2提言に沿った開示が求められており、SCOPE2の脱炭
素施策として、環境価値を活用した電力切替の増加を見込みます。

2021Q4実績②：法人向けに「再エネ電気の証明書」の販売開始

プラットフォーム事業：2021Q4実績②

■ 環境価値証書の活用 ■ FIT非化石証書無料提供キャンペーン

非再エネ電力の供給
（送配電網）

再エネ電源

電力会社 お客様

非化石証書定価：0.3円/kWh
今ならキャンペーンで

無料で提供

ENECHANGE 取扱開始

2021年11月より環境価値証書の
仲介事業者の購入が可能に

※1 再エネの普及促進のために設けられた「固定価格買取制度」の対象となる非化石電源（石炭や石油といった化石燃料を使用せずに発電する電源）によって発電された電気の環境配慮の価値を証書化したもの。
※2 気候関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）の略称。「気候変動が企業や機関の財政面にどのような影響を与えるのか」についての情報開示を推進するため、
2015年12月にG20 の要請を受けた金融安定理事会によって設立された組織を指す。なおTCFD提言においては、温室効果ガス排出量を3つのスコープにて定めており、スコープ2は、事業者が他社から電気、熱・蒸気
を購入して使用した際の温室効果ガスの排出を指す。
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電力自由化の先進国であるイギリス（1999年に電力自由化）では、オンライン比較サイトの利用率が推定約65%※1に達して
います。最大手であるUSwitch社のエネルギー切替関連売上は推定約140億円（推定シェア30.4%※3）、同2位のMSM社は、
同約77億円（推定シェア17.0%※3）となっています。

イギリス事例：電力比較上位２社の売上は合計約220億円

プラットフォーム事業：イギリスの事例

※4 エネルギー切替関連売上（単位：百万円、1ポンド=150円換算）
※1 Ofgem 「Household Consumer Perceptions of the energy market Q3 2020」より試算
※2 売上高は各社の決算情報（非上場の場合は官報）からエネルギー切替関連売上高を推定し、１ポンド150円換算にて試算
※3 シェアはGOV.UK「Quarterly domestic energy switching statistics」のイギリス電力切替市場から各社の売上高占有率を算出

単位: 百万円

■ イギリスの電力切替におけるチャネルシェア※3 ■ MSM社の売上高※4とユーザー獲得費用比率

比較サイトシェア

約65%

MSM社エネルギー切替関連売上
ユーザー獲得費用売上高比率

Uswitch
30.4%

MSM
17.0%GoCo

12.8%

その他比較サイト
4.8%

比較サイト以外
35.0%



■ エネルギーデータ事業
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海外で勃興するエネルギーテック企業（EV充電関連）

多くの海外のEV充電関連企業は、2021年に上場し、先行投資により赤字を出しながらも、売上高成長を優先した経営を
行っています。直近の株式市場全体の下落影響を受けながらも、EV充電インフラ事業の成長性への期待から、依然として
高いPSRで評価がされています。

データ事業：事業戦略

※1 Yahoo Financeより（2022年1月31日時点）、1ドル=115円、1ユーロ=130円、1ポンド=155円換算
※2 Price to Sales Ratioの略称、時価総額÷売上高（TTM）で当社算出

企業名 ティッカー 事業内容 上場日 時価総額※1 売上高※1

（TTM） EBITDA※1 PSR※2 市場区分 主要販売
市場

Tesla TSLA EV、EV充電インフラ
デマンドレスポンス 2010年6月 108.1兆円 6.2兆円 1.1兆円 17.5倍 ナスダック 世界

ChargePoint CHPT EV充電インフラ 2021年3月 5,273億円 235億円 -235億円 22.5倍 NY証券取引所 アメリカ
欧州

Wallbox WBX EV充電インフラ 2021年10月 2,228億円 47億円 -22億円 47.2倍 NY証券取引所 欧州

Fastned FAST EV充電インフラ 2014年6月 1,029億円 11億円 -6億円 95.1倍 ユーロネクスト
アムステルダム 欧州

Blink BLNK EV充電インフラ 2018年2月 1,015億円 18億円 -47億円 57.2倍 ナスダック アメリカ

Volta VLTA EV充電インフラ 2021年8月 918億円 33億円 -140億円 28.0倍 NY証券取引所 アメリカ

EVgo EVGO EV充電インフラ 2021年6月 652億円 22億円 -63億円 29.4倍 ナスダック アメリカ

Pod Point PODP EV充電インフラ 2021年11月 542億円 74億円 -0億円 7.3倍 ロンドン証券取
引所 欧州

https://www.tesla.com/
https://www.chargepoint.com/en-gb/
https://blinkcharging.com/
https://voltacharging.com/
https://www.evgo.com/
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日本政府は、EVを始めとして乗用車の新車販売における電動車比率を2035年までに100%とする目標※1を掲げています。
EVの普及は脱炭素社会の実現において重要な要素の一つであり、EV充電インフラもまた、EVの普及と同時に需要が増して
いくと見込まれます。

日本においてもEVの普及は脱炭素化実現に向けた重要施策

データ事業：EV充電インフラ

■ 乗用車の新車販売におけるEV・PHV販売の推移と成長イメージ※2

※1 経済産業省「第6次エネルギー基本計画」（2021年10月22日）、電動車は電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド車（PHV）、燃料電池車（FCV）、ハイブリッド車（HV）を含む
※2 2021年までの実績値：一般社団法人 日本自動車販売協会連合会「燃料別販売台数（乗用車）」より当社作成

2035年政府目標
新車販売電動車比率

100%へ向かう

EV・PHV販売台数 EV・PHV販売台数比率
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「エネルギーの３D」を担うデータ事業は、EMAP（電力会社向けDX※1サービス）・SMAP（家庭向けDR※2）に加えて、
KIWI（法人向けDR）、EV充電サービスの４プロダクトを中心とした事業展開を行ってまいります。当面はEV充電サービ
スの拡大に注力してまいります。

４つのSaaSプロダクトを展開

データ事業：業界特化型SaaSプロダクト

データ事業

EMAP

電力会社向けDXサービス

SMAP

家庭向けDR

ENECHANGE KIWI

法人向けDR

EV充電サービス

EV充電インフラ

※1 DX：デジタルトランスフォーメーション 
※2 DR：デマンドレスポンス
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2022年は日本にとって「EV元年」と言われるほど活発化しています。新車販売におけるEV・PHVの比率は2021年Q4にお
いて2.4%と過去最高水準となり、需要の高まりが顕在化しつつあります。さらに、トヨタ社の積極的なEV展開、ソニー社
のEV分野への参入のほか、海外メーカーも相次いで新たなEVを発表し、日本市場で展開すると見込まれます。

主要ニュース：2022年は「EV元年」、EV分野の取り組みが活発化

データ事業：2021Q4 主要ニュース

（台）

※1 一般社団法人 日本自動車販売協会連合会「燃料別販売台数（乗用車）」より当社作成

■ 日本のEV・PHV新車販売比率の推移※1

国内

■ トヨタ SUV EV「bZ4X」
■ スバル SUV EV「ソルテラ」
■ 日産 クロスオーバーEV「アリア」
■ 日産 × 三菱 軽自動車EV「IMk」
■ ソニーモビリティ社設立

欧米

■ アウディ セダンEV「A6 e-tron」
■ メルセデス・ベンツ セダン EV「EQE」
■ ポルシェ SUV EV「マカンEV」
■ Volkswagen SUVクーペ EV「ID.5」
■ GM SUV EV「キャデラック・リリック」 

中国 ■ 中国第一汽車集団が日本市場参入
■ 中国製EVを日本企業が採用

補助金

■ 経済産業省「クリーンエネルギー自動車・
　 インフラ導入促進補助金」
　 補助額：42万円→最大80万円へ倍増
■ 東京都「電気自動車等普及促進事業」
　 補助額：45万円

■ 2022年は日本のEV元年
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EV充電のシーンは①基礎充電、②経路充電、③目的地充電に分かれますが、当社は海外上場企業も中心に行っている③目
的地充電に注力します。当社の強みである、法人顧客基盤、電力ソフトウェア開発力、海外EV充電ビジネス知見の活用を
活かして事業展開を行っています。

2021Q4実績①：優位性を活かして目的地充電分野を開拓

データ事業：2021Q4実績①

■ EV充電サービスにおける当社の強み■ 目的地充電に注力

海外EV充電ビジネス知見

電力切替で培った
法人顧客基盤

電力ソフトウェア開発力

スマート
メーターデータ

マーケティング
データ

普通充電

急速充電

普通充電

1. 基礎充電
自宅での充電

3. 目的地充電
滞在先での充電

2. 経路充電
移動途中での充電

米国CHARGE POINT社
元役員

欧州EVBOX社
元役員
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EV充電サービスでは現在、大手の郊外型店舗や宿泊施設、レストランチェーンなどから受注をいただいており、設置工事
も順次開始しています。当社の強みである法人顧客基盤を活かし、まず最初の1台を各オーナーに設置いただき、EVの普及
とともに追加受注を狙う戦略をとることで、参入障壁を構築しています。

2021Q4実績②：EV充電サービスを日本全国で設置開始

データ事業：2021Q4実績②

■ EV充電サービス設置開始 ■ 法人顧客基盤を活かして最初の１台を早期に設置

ホワイトバージョン 景観条例対応バージョン



 5 2022年12月期 連結業績予想
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公募増資により調達した約39億円を成長投資に活用し、2022年12月期は「先行投資フェーズ」と位置づけます。売上高成
長率は30%以上を継続する一方、成長投資のための営業赤字を見込みます。投資回収フェーズに移行したのち、営業利益化
を見込みます。

2022年12月期 連結業績予想

2022年12月期連結業績予想：業績予想サマリー

単位: 百万円

■ 2022年12月期業績予想 ■ 費用投下と収益への寄与イメージ

追加投資を実行しない場合のイメージ
追加投資を実行した場合のイメージ

投資回収フェーズ先行投資フェーズ

FY21
通期実績

FY22
通期予想 増減率

売上高 3,018 4,000 +33%

営業利益 40 ▲1,500 -
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プラットフォーム事業で約12億円、データ事業で約9億円の成長投資を実施することで営業赤字15億円を見込んでおりますが、
財務健全性は充分な水準です。加えて、有利子負債を活用したM&A実施なども検討していきます。

財務健全性

■ 財務の状態（2021年12月末） ■ 2022年12月期投資イメージ
単位: 百万円

現金及び預金

純資産

有利子負債

その他負債

その他資産

活用検討

公募増資を
基に継続的
な成長投資
可能

2022年12月期連結業績予想：財務健全性

単位: 百万円

FY21
営業利益

FY22
売上

総利益
増加

FY22
営業損失

プラット
フォーム

事業
販管費増加

データ
事業

販管費増加

全社費用
増加

プラットフォーム事業
約12億円

データ事業
約9億円

単位: 百万円

40

▲1,500
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ユーザー数増加のための成長投資によりユーザー数は35%以上の増加を見込みます。一方、電力会社の経営環境を踏まえ、
一時報酬単価へのマイナス影響を織り込み、ARPUは5%程度の下落を見込む結果、売上高は約30%増加を見込みます。
なお、実施時期未定のテレビCMや未確定のM&Aの効果は見込んでおりません。

①プラットフォーム事業：売上予想の前提

2022年12月期連結業績予想：売上予想の前提（プラットフォーム事業）

戦略 2022年方針

自社チャネル強化 マス
マーケティング

当面見送り

デジタル
マーケティング

重点的に実施

パートナーチャネル強化 重点的に実施

「ロールアップ」型M&A 重点的に実施
※業績予想には織り込まず

■ 売上予想の前提 ■ 売上増加のための戦略

ユーザー数

 
35%以上増加

を想定

ユーザー数増加を重視

ARPU 

5%下落
を想定
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プラットフォーム事業では、今後新電力ユーザーの拡大が見込まれ、当社シェアの成長余力は十分にあると見込んでいます。
2027年目標として、ユーザー数150万件の早期達成を目指し、売上高約70億円、内ストック型収益約30億円を見込みます。

①プラットフォーム事業KPI：ユーザー数

※1 プラットフォーム事業のストック型収益2021年度実績
※2 ユーザーあたりの継続報酬単価を実績の単価である約1,786円（2021年第４四半期ストック型収益（オーベラス社買収影響除く）÷第3四半期末ユーザー数で算出）とし、ユーザー数を乗じて算出
※3 電力・ガス取引監視等委員会「電力取引報結果」より、低圧電灯の口数に加え、過去12カ月の電力販売量における低圧：高圧比率を算出し、低圧電灯の口数をかけ合わせたものを高圧の家庭換算件数として合算

ENECHANGE
ユーザー数

約1億7,000万件※3電力
ユーザー数

ENECHANGE
2027年目標

ストック型収益  
約30億円※2

ストック型収益
TAM

約3,000億円※2

2022年12月期連結業績予想：ユーザー数の目標（プラットフォーム事業）

約150万件

約39万件
ストック型収益 
 5.5億円※1
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顧客数は、既存プロダクトの販売により10-20%程度の増加を見込みます。ARPUは新規顧客への低単価での導入を進める
一方で、アップセル・クロスセルを進めることで横ばいを見込みます。また、EV充電サービスでは先行投資を実施します
が、EV充電関連の売上高は保守的な想定としています。

②データ事業：売上予想の前提

※1 期末時点の顧客数をカウント
※2 Average Revenue Per User：四半期セグメント売上高を四半期末の顧客数で除して算出

2022年12月期連結業績予想：売上予想の前提（データ事業）

サービス 戦略 2022年方針

EMAP 低価格で新規顧客獲得
既存顧客へのアップセ
ル・クロスセルによる
ARPU向上

オーガニックな成
長のための事業運
営を継続

SMAP

ENECHANGE 
KIWI

EV充電サービス まず1台の受注を幅広く
取得するため先行投資

重点的に実施

■ 売上予想の前提 ■ 売上増加のための戦略

EV充電
サービス
の売上高

 

EV充電サービスに注力
顧客数

 
10-20%増加

を想定

ARPU 

横ばい
を想定
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売上の構成要素としては、①初期導入時のハードウェア・設置工事費（フロー型収益）に加え、②ソフトウェア料金と充電
収益からなるストック型収益となります。年間ARPUは、EVの普及に応じて充電収益の増加が見込まれ、約100,000円/台
を中期的に想定しています。設置台数を主要KPIとして重要視し、早期の積み上げに取り組みます。

②データ事業：エネチェンジEV充電サービスの収益モデル

2022年12月期連結業績予想：エネチェンジEV充電サービスの収益モデル（データ事業）

②ストック型収益

①フロー型収益

■ 収益モデルのイメージ

充電収益
ソフトウェア
ハードウェア・設置工事等

年間ARPU
約100,000円／台
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「エネチェンジEV充電サービス」では、海外の普通充電企業並みの3,000台設置を早期に実現し、日本での普通充電におけ
るナンバーワンを目指します。その後は2027年までに30,000台を設置し、達成時には約30億円のストック型収益にハード
ウェア・設置工事等のフロー型収益を加えて、プラットフォーム事業と同等の収益性を見込みます。

②データ事業KPI：エネチェンジEV充電サービスの設置数

2022年12月期連結業績予想：エネチェンジEV充電サービスの目標（データ事業）

※1 出典：アメリカでのLevel2（普通充電）設置台数　2022年1月時点、US Department of Energy Alternative Fuels Data Center in the United States 
※2 ChargePoint社「Q3 Fiscal 2022 Financial Results」より。2021年Q1-Q3累計売上のうちSubscriptions（USD36M）を年換算し、為替115円にて換算
※3 ARPUを年額100,000円（1台当たり）として試算

■ アメリカ※1

3,000

ENECHANGE
早期目標

ENECHANGE
2027年目標

30,000

■ 日本
48,000

15,000

4,0002,000

Charge PointTeslaBlinkVolta

ストック型収益

約58億円／年※2

単位: 台単位: 台

ストック型収益

3億円／年※3

ストック型収益

30億円／年※3
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取締役CMOとして曽我野氏、社外取締役としてマクアケ社共同創業者／取締役である坊垣氏を選任し、マーケティング分
野での体制強化を目指します。引き続き過半数を社外取締役が占める体制を継続しながら、コーポレートガバナンス・コー
ドが要請する「女性の活躍促進を含む多様性の確保」に向けた取り組みを進めます。

マーケティング分野に強い取締役の選任

2022年12月期業績予想：ガバナンス体制

坊垣 佳奈  社外取締役

指名報酬委員会（諮問機関）
社外取締役が過半数を占める体制で運営

曽我野 達也  取締役CMO

一橋大学商学部卒業。P&Gにて、消費者と市場の理
解をベースとしたビジネス戦略の策定に従事。その
傍らで、電力業界に訪れる変革に興味を持ち、電力
自由化を見据えたWebサービスを個人で開発・運
用。2015年6月、同サービスをENECHANGE株式会
社に売却し、入社。主に家庭向けサービスの責任者
として、マーケティングや事業提携を通じて、プ
ラットフォーム事業の成長を牽引。2019年7月、
ENECHANGE株式会社執行役員に就任。

同志社大学卒業後、2006年に株式会社サイバー
エージェントに入社。株式会社サイバー・バズの他
ゲーム子会社2社を経て、2013年株式会社マクアケ
の立ち上げに共同創業者・取締役として参画。主に
キュレーター部門、広報、流通販路連携関連の責任
者として応援購入サービス「Makuake」の事業拡大
に従事しながらも、 全国各地での講演や金融機関
・自治体との連携などを通した地方創生にも尽力。
ACCやTBDAなどのクリエイティブ・デザイン関連
賞の審査員なども務める。

■ 取締役会及び指名報酬委員会の構成案 ■ 就任予定の取締役紹介

※   取締役の選任につきましては、2022年3月開催予定の第7期定時株主総会における承認を経て、正式に決定される予定です。

城口 洋平
代表取締役

CEO

有田 一平
代表取締役

COO

武田 稔 森 暁彦

吉原 信一郎

藤田 研一

坊垣 佳奈曽我野 達也
取締役CMO

社内取締役  3名 社外取締役  5名

新任新任
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会社概要

会社名 ENECHANGE株式会社

会社所在地 東京都千代田区大手町2-6-2 日本ビル 3F

設立 2015年4月

事業内容 エネルギープラットフォーム事業（自由化関連）
エネルギーデータ事業（デジタル化、脱炭素化、分散化関連）

代表者 代表取締役CEO　城口 洋平
代表取締役COO　有田 一平

従業員数 122名（2021年12月31日現在、連結ベース）

拠点 東京

子会社 SMAP ENERGY LIMITED（イギリス）
オーベラス・ジャパン株式会社（日本）

■ 本社オフィス　TOKYO

■ グループ企業　LONDON

APPENDIX：会社概要
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「脱炭素」のトレンドを受け、オール電化・電気自動車の普及による都市ガス・LPガス市場、ガソリン市場の取り込みに
より、電力市場は現在の13兆円から2050年には最大40%※1ほど拡大し18兆円規模になることが見込まれています。

エネルギー業界の「電化」により電力市場は18兆円規模に拡大見込み

カンパニーハイライト：当社の対象市場

18兆円

単位: 10億円

※1 経済産業省「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（2021年6月18日）より。
※2 電力・ガス取引監視等委員会「電力取引報結果」の電力販売額より。2015年は非掲載のため2016年と同額と仮定
※3 電力・ガス監視等委員会「ガス取引報結果」の都市ガス販売額及び日本LPガス協会販売量データに基づき算出
※4 帝国データバンク「ガソリンスタンド経営企業の総売上高」（2017年）より

2020年は新型コロナウイルスによる
緊急事態宣言のため電力需要減

40％拡大

　　

9兆円※4

　　

13兆円

　　
7兆円※3

電力市場

ガソリン市場

都市ガス・
LPガス市場

■ 電力市場（ベース市場）※2 ■ 「電化」により18兆円産業に
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日本のエネルギー関連制度改革は2016年の電力自由化から2024年の容量市場開始まで９年に及ぶ大変革の過渡期です。制
度改革が完了しているプラットフォーム事業は売上拡大フェーズにあります。一方で、データ事業関連の制度改革は2024
年までかかるため、当面は先行投資（サービス開発・実証）を重視し、2024年からの本格成長を目指します。

制度改革にあわせた２段エンジンの成長戦略

カンパニーハイライト：当社の事業領域

プラットフォーム事業 データ事業

 FY16 FY17 FY18 FY19 FY20 FY21 FY22 FY23 FY24

▍2016
電力小売
全面自由化

▍2017
ガス小売
全面自由化

▍2022
電力データ自由化

▍2020 
発送電分離

▍2024
容量市場開設予定

需給調整市場へ
全面移行予定

売上高成長の最大化 先行投資によるプロダクト強化

▍2023
スマートメーター
設置完了予定

売上高
成長目標

現在の
経営方針

30%以上の成長を目指す 2021年〜2023年：10〜20%の成長を目指す
2024年～　　　　　：30%以上の成長を目指す

全社
30%以上の成長を目指す

エネルギー
政策

「自由化」改革は完了 「デジタル化・脱炭素化・分散化」改革の途中
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カンパニーハイライト：当社のミッション

エネルギーの未来をつくる
今から約10年前の東日本大震災が、ENECHANGE物語の始まりでした。

被災地にボランティアとしていった私は、エネルギー問題の重要性に初めて気付きました。
「人生をかけてこの問題に取り組みたい」
その思いから、イギリス・ケンブリッジ大学工学部博士課程への留学という道を選びました。
一見遠回りにみえる決断の裏には、
エネルギー制度が先進する欧州での知見を積むことが、
中期的に日本のエネルギー産業の変革に貢献できると信じたからです。
ケンブリッジ大学での電力データ研究成果に基づいて設立されたのが、
ENECHANGEです。

エネルギー（ENERGY）を変革（CHANGE）する、
という想いを込めて命名されたENECHANGEには、
「エネルギーの未来をつくる」というミッションに共感する世界中の仲間が集まっています。

脱炭素社会を実現するには、エネルギー業界の「４D」変革が不可欠です。
当社は、ケンブリッジ大学で培った技術力、海外知見、ネットワークを武器に、
日本のエネルギー業界の変革を促し、
脱炭素社会の実現を推進する役割を担っていきます。

共同創業者・代表取締役CEO、工学博士　城口　洋平

Copyright © ENECHANGE Ltd.  All Rights Reserved.        |   
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株主の状況

※1  2021年4月1日及び2022年1月1日を効力発生日として1株につき2株の割合で株式分割を実施しております。発行済株式総数は当該株式分割の影響を遡及せず、その時点での数字を掲載しております。

APPENDIX：株主の状況

2020年12月末から国内・海外機関投資家比率が11.9％から22.3％へと約2倍の増加。株主数も約1,100名から約8,700名と
約8倍の増加。

創業・経営メンバー

ベンチャーキャピタル

従業員・持株会

ストラテジックパートナー

国内機関投資家

海外機関投資家

個人投資家・その他

2020年12月末 2021年3月末 2021年6月末 2021年9月末 2021年12月末

発行済株式総数（株）※1 5,781,476 5,952,458 13,492,984 13,730,596 14,733,190

株主数（名） 1,146 3,063 4,985 5,312 8,771
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代表取締役２名の紹介

早稲田大学にてAIの研究を行い理工学研究科修士課程を修了後、JPモル
ガン証券株式会社で金利の市場分析システムやリスク管理システムの開
発、グリー株式会社で海外向けSNSの開発に従事してきました。
自由競争、デジタル化、グローバル化において先行している金融システ
ムの知見をエネルギー分野で応用できると考え、2013年に共同創業者と
して「ケンブリッジ・エナジー・データ・ラボ」に参画し、研究成果の
実用化をチーフエンジニアとして主導しました。
金融エンジニアとしてのバックグラウンドを活かしたエンジニア主体の
経営力が強みで、当社の国内事業の管掌をしています。

有田 一平　代表取締役COO

APPENDIX：代表取締役２名の紹介

城口CEOと有田COOは、ともにエンジニア経験、海外経験を有し、当社グループ創業から関与しています。
代表取締役２名体制により、機動的に国内外の事業運営を可能にします。

東日本大震災を機にエネルギー問題への関心を深め、エネルギー・電力
制度の最先端であるイギリス、理系最高峰であるケンブリッジ大学へ留
学。自身の専門領域である統計学・データ解析との接点である電力デー
タAI解析の工学部修士・博士号を取得。
同大学で電力データの産学連携研究機関「ケンブリッジ・エナジー・
データ・ラボ」を設立し、研究成果をもとにENECHANGEとSMAP 
ENERGY LIMITED（イギリス子会社）を創業しました。日本人初となる
欧州版Forbes30に選出されるなど海外での受賞、講演実績を有し、世界
のエネルギー先進事情に精通するのが強みです。経済産業省によるエネ
ルギー各種委員会も務めています。

城口 洋平　代表取締役CEO
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豊富な経験を有する社外取締役及びプロフェッショナルな執行役員による経営チーム
APPENDIX：プロフェッショナルな経営チーム

武田 稔 　独立社外取締役 

慶應義塾大学工学部及び同大学院卒、マサチューセッツ工科大学経営大学院
卒。外資系メジャーのロイヤルダッチシェル日本法人社長、アジアパシッ
フィック　ジェネラルマネージャーとしてM&Aを含むマネジメント業務に従
事。2015年より昭和シェル石油取締役会議長。2018年退任。

ドイツ企業、UFJ総合研究所などにて、企業向け国際コンサルティング部門責
任者として、グローバルマネージメント戦略、海外投資戦略、クロスボーダー
M&A等に従事。2006年にシーメンス入社後、自動車部品小会社CEO,本社エネ
ルギーセクターダイレクターを経て、シーメンス日本法人エネジー部門執行役
員、代表取締役社長、会長を歴任。

藤田 研一　独立社外取締役

曽我野 達也　取締役CMO

一橋大学商学部卒業。P&Gにて、消費者と市場の理
解をベースとしたビジネス戦略の策定に従事。その
傍らで、電力業界に訪れる変革に興味を持ち、電力
自由化を見据えたWebサービスを個人で開発・運
用。2015年6月、同サービスをENECHANGE株式会
社に売却し、入社。主に家庭向けサービスの責任者
として、マーケティングや事業提携を通じて、プ
ラットフォーム事業の成長を牽引。2019年7月、
ENECHANGE株式会社執行役員に就任。早稲田大学商学部卒業、京都大学大学院在籍中。ゴールドマン・サックス（東

京及びニューヨーク）にて、エネルギー企業や金融機関などのM&A・企業投
資・資金調達業務に従事。2015年より株式会社レノバCFO。再エネ発電施設へ
の投資資金の調達、東証マザーズ及び東証一部への上場を実現。再エネ関連の
国内外カンファレンスへ登壇多数。2020年退任。

森 暁彦　独立社外取締役

吉原 信一郎　独立社外取締役
横浜国立大学経営学部卒業、公認会計士。朝日監査法人（現あずさ監査法人）
にて監査業務に従事。2002年、株式会社エプコ入社し取締役経営企画室長に就
任。同年ジャスダック市場に上場。現在は代表取締役CFOとして2019年市場第
二部へ市場変更、第一部指定を実現。

同志社大学卒業後、2006年に株式会社サイバーエージェントに入社。株式会
社サイバー・バズの他ゲーム子会社2社を経て、2013年株式会社マクアケの
立ち上げに共同創業者・取締役として参画。主にキュレーター部門、広報、
流通販路連携関連の責任者として応援購入サービス「Makuake」の事業拡大
に従事しながらも、 全国各地での講演や金融機関・自治体との連携などを通
した地方創生にも尽力。

坊垣 佳奈 　独立社外取締役

杉本 拓也
CFO（最高財務責任者）／公認会計士
2019年7月、執行役員CFOとして就任。神戸大学経
営学部卒業後、監査法人トーマツ、J.P.モルガン、
楽天で資金調達やM&A等を担当。財務戦略の知見を
有する。

田中 真之
CTO（最高技術責任者）
2020年1月、執行役員CTOに就任。東京大学及び同
大学院卒、GREEを経て創業期に当社に参画。c3.js 
（JavaScriptのデータ可視化）ライブラリ責任者とし
て、技術者コミュニティを牽引する。

ポール モンロー 
SMAP ENERGY LIMITED（イギリス子会社）役員
ケンブリッジ大学修士卒。NASA、米系コンサルティン
グ会社を経て、SMAP ENERGY社設立に参画。
欧州でのエネルギーデータ事業の展開を担当する。

主
要
執
行
役
員
・
子
会
社
役
員

常
勤
取
締
役

社
外
取
締
役

☆：独立取締役

※ 取締役の選任につきましては、2022年3月開催予定の第7期定時株主総会における承認を経て、正式に決定される予定です。
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エネルギーテック企業として高成長と企業統治を両立できる取締役チーム

氏名
当社役職 主要経歴 指名報酬

委員会

エネルギー・
環境

ビジネス

エネルギー
テック

エネルギー
海外動向

コーポレート
・ガバナンス

財務会計・
資本市場

組織開発・
人事

マーケ
ティング

城口 洋平
代表取締役CEO

ケンブリッジ大学
博士研究員 〇

有田 一平
代表取締役COO

JPモルガン
エンジニア

曽我野 達也
取締役CMO

P&G
マーケティング

武田 稔 

独立社外取締役

昭和シェル石油 取締役会議長
英蘭シェル 日本法人CEO

〇
委員長

森 暁彦　

独立社外取締役

レノバ社CFO
ゴールドマン・サックス IBD 〇

藤田 研一
独立社外取締役

シーメンス日本法人
代表取締役CEO

吉原 信一郎
独立社外取締役

エプコ社 代表取締役CFO
公認会計士

坊垣 佳奈
独立社外取締役

マクアケ社 
共同創業者／取締役

APPENDIX：経営体制

※ 上記表はそれぞれの分野において５年以上のプロフェッショナルな経験を有する項目にチェックをしています。
※ 取締役の選任につきましては、2022年3月開催予定の第7期定時株主総会における承認を経て、正式に決定される予定です。
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SDGsへの取り組み

世界中の人々が、ライフスタイルや考え方にあったエネルギーを利用できる世の中に変え、持続可能なエネルギーの未来を
つくるため、「エネルギーテック」企業として「エネルギー革命」を推進することが重要だと考えています。当社では6つ
のSDGsの達成に向けて取り組んでおり、ホームページにて開示しています（https://enechange.co.jp/sustainability/）。

APPENDIX：SDGsへの取り組み

■ 当社が取り組む6つの分野 ■ 当社ホームページにおける開示

https://enechange.co.jp/sustainability/
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ターゲット市場シェア※5ストック型収益※2

（FY21）
平均月次解約率※4

（FY21）

※1 業種ごとに特化した機能を提供する業界特化型のSaaS (Software as a Service) 
※2 ストック型収益は、企業の営業活動によって毎期、経常的・反復的に生じる継続報酬やソフトウェアライセンス料などを集計
※3 ネットレベニューリテンション「N-1期末時点における顧客から生じるN期末時点におけるストック型収益」÷「N-1期末時点におけるストック型収益」で算出
※4 解約率は2021年12月期の数値（2021年12月期上半期のJEPX価格の高騰に伴う「市場連動型プラン」契約者からの解約影響は一時的要因として除く）。プラットフォーム事業については、解約数は家庭・法人

ユーザーの「前期末時点の継続対象ユーザー数 + 今期に獲得した新規継続対象ユーザー数 - 期末時点の新規対象ユーザー数」で算出し、解約率は当該期間内における「解約数/継続対象ユーザー数」にて算出。平
均月次解約率は「過去12カ月における平均月次解約数/過去12カ月における平均月次継続対象ユーザー数」にて算出。データ事業については、解約数は「前期末時点の顧客数 + 今期に獲得した新規顧客数 - 期末
時点の顧客数」で算出し、解約率は当該期間内における「解約数/顧客数」にて算出。平均月次解約率は「過去12カ月における平均解約数/過去12カ月における平均顧客数」にて算出。

※5 ターゲット市場は2020年が新型コロナウイルスの影響を大きく受けたため2019年度の数字で算出、詳細はAPPENDIXに掲載。

NRR※3

126%

+26% YoY

1.3%

0.7%

4.8%

1.7%

売上高
（FY21）

+76% YoY

30.1億円
（売上高総利益率 85%）

11.3億円

ターゲット市場※5

457億円

453億円

プラット
フォーム事業

データ事業

プラット
フォーム事業

データ事業データ事業

プラット
フォーム事業

エネルギー業界に特化したバーティカルSaaS※1企業
APPENDIX：数字で見るENECHANGE
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セグメント別コスト構造

FY20 累計 FY21 累計

全社
プラット

フォーム事業
データ事業 全社費用 全社

プラット
フォーム事業

データ事業 全社費用

売上高 1,713 989 724 0 3,018 2,215 802 0

売上原価 389 51 339 0 435 65 370 0

売上総利益 1,323 938 385 0 2,582 2,149 432 0

　利益率 77.2% 94.9% 53.2% - 85.6% 97.0% 53.9% -

販売費及び一般管理費 1,270 748 171 351 2,541 1,830 251 459

　広告宣伝費 49 48 0 0 115 109 2 3

　販売手数料・販売促進費用 384 385 0 0 1,304 1,304 0 0

　人件費 486 193 119 173 592 225 172 195

　外注費 181 97 32 52 249 127 14 107

　その他 169 25 20 125 279 63 61 153

営業利益※2
53 190 215 ▲351 40 319 180 ▲459

　利益率 3.1% 19.2% 29.7% - 1.3% 14.4% 22.4% -

※1 販売費及び一般管理費の内訳の各数値については、管理会計上の数値を記載しており、有限責任 あずさ監査法人による監査及びレビューを受けていません
※2 各セグメントの利益は全社費用を配分していないセグメント利益を表示しています

APPENDIX：セグメント別コスト構造

単位: 百万円
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連結貸借対照表

2021年9月末
2021年12月末

実績 前四半期末比

流動資産 2,121 6,076 +4,450

　　 現金及び預金 1,716 5,571 +4,237

固定資産 563 872 +532

総資産 2,684 6,949 +4,982

流動負債 889 1,184 +820

　　 有利子負債 9 59 －

固定負債 750 950 +200

　　 有利子負債 750 950 +200

純資産 1,045 4,813 +3,961

APPENDIX：貸借対照表

単位: 百万円
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財務基盤

単位: 百万円 単位: 百万円

現金及び預金

純資産

有利子負債

その他負債

その他資産

現金及び預金

純資産

有利子負債

その他負債

その他資産

APPENDIX：財務基盤

■ 連結貸借対照表　2020年12月末時点 ■ 連結貸借対照表　2021年12月末時点

D/Eレシオ
0.21倍
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キャッシュフローの推移

APPENDIX：キャッシュフローの推移

FY20
FY21

実績 前期末比

営業活動によるキャッシュ・フロー 139 481 +345

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲294 ▲552 ▲258

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,285 4,302 +3,017

現金及び現金同等物の期末残高 1,334 5,571 +4,237

単位: 百万円
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2021年12月に公募増資により調達した約39億円は予定どおり活用いたします。その中で、プラットフォーム事業における
広告宣伝等については、より効果の出やすいデジタルマーケティングやパートナー施策強化を優先して実施し、テレビCM
等のマスマーケティングの実施可否やタイミングは今後検討とする方針です。

2022年12月期 連結業績予想の前提：ファイナンスの調達資金ついて

APPENDIX:：ファイナンスについて

売上高成長の最大化 先行投資によるプロダクト強化

データ事業における長期的な成長に資する施策プラットフォーム事業における短・中期的な売上拡大に資する施策

新規ユーザー獲得のための広告宣伝費等1

2

3

オーベラス・ジャパン株式会社の株式取得

電力データ自由化に向けた会員サービスの強化等

4 「脱炭素テックファンド」への出資・運営

5 EV充電サービスを含むデータ事業の成長投資

本件調達資金　3,914百万円

FY22 FY23 FY24 FY25

3
4
5

2
1

主な
充当予定時期

■ 経営方針

プラットフォーム事業 データ事業
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プラットフォーム事業における先行投資の90%は、ユーザー獲得費用（自社及びパートナーチャネル強化）に充当する方針
です。2022年12月期は本先行投資によりLTV/CACを2倍の水準まで踏み込む予定であり、ペイバック期間は約33か月と見
込んでいます。

①プラットフォーム事業：先行投資計画

APPENDIX：投資計画（プラットフォーム事業）

■ プラットフォーム事業の販管費前期比比較

前期比
(FY21→FY22)

+ 12 億円

■ 先行投資の主な内訳

パートナーチャネル
強化費用

自社チャネル
強化費用

セールス体制
強化費用中長期成長投資

（10%）
短期成長投資

（90%）

FY21
実績

FY22
予想

約3,000

単位: 百万円

1,830
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データ事業における先行投資は、主にEV充電サービスに充当する方針です。60%をエンジニア・セールスを中心とした体
制拡大、40%を新規受注のための広告宣伝費用へと充当する方針です。

②データ事業：先行投資計画

APPENDIX：投資計画（データ事業）

■ データ事業の販管費前期比比較 ■ 先行投資の主な内訳

前期比
(FY21→FY22)

+ 9億円

FY21
実績

FY22
予想

体制拡大に伴う
人件費

サービス運営費用
（CS費用、通信費等）

新規受注のための
広告宣伝費等

中長期成長投資
（60%）

短期成長投資
（40%）

約1,200

単位: 百万円

251



■ エネルギープラットフォーム事業
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日本最大級の電力・ガス切替プラットフォーム

月間ユニークユーザー数約200万人、提携電力・ガス会社数56社※1によるプラットフォーム運営を通じて、電気・ガスの比
較から切替処理まで一気通貫で行うことができるプラットフォームを提供しています。2016年の電力自由化、2017年のガ
ス自由化を受けて開始し、電力自由化の浸透やコロナ禍でのテレワークの促進を背景に成長を続けています。

家庭向け
電力・ガス切替プラットフォーム

法人向け
電力・ガス切替プラットフォーム

自由化 脱炭素化× 自由化 脱炭素化×

※1 2021年12月末時点の提携電力・ガス会社数の合計（家庭・法人の重複は除く）

APPENDIX：サービス概要（プラットフォーム事業）
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エネチェンジ（家庭向け）、エネチェンジBiz（法人向け）ともに、ユーザーは提携先の多彩な料金プランの中から最適な
電力・ガス会社を選択することができ、申し込み手続きまでを無料でサポートします。料金形態、特典、電源構成、CO2排
出量など様々な観点から選択可能であり、多様なコスト削減ニーズに対応することができます。

多彩な料金プランの中から最適なプラン選びをサポート

静岡県の工場
複数ある工場を一括切替で

10.8%の電気代削減
静岡県の醸造所

企業理念に沿った
環境負荷の低い電気に

切替えて17.8%削減

東京都のオフィスビル
2度目の切替でさらに削減

3拠点まとめて7.2%の削減
環境に優しい
電気を選んで

2人世帯で
初年度13,729円節約※3

使用量が少なくても
お得な電気を選んで
初年度14,927円節約※3

エネチェンジで一番
お得な電気を選んで

4人世帯で
初年度47,935円の節約

※3

法　人
平均電気代削減率 15%※2

家　庭　
4人標準世帯の初年度平均節約額 38,512円※1

※1 総務省「家計調査」による4人世帯の年間電気代14万円をベースに電力・ガス比較サイト「エネチェンジ」試算した上位3社の初年度節約額の平均値
※2 法人切替件数実績から平均電気代削減率を算出
※3 電気代の割引にキャンペーンでの節約額を含んだ初年度節約額

APPENDIX：サービスの特徴（プラットフォーム事業）



Copyright © ENECHANGE Ltd.  All Rights Reserved.        |   68

2016年の電力小売全面自由化により電力業界の広告宣伝予算が拡大しており、エネルギープラットフォーム事業のター
ゲット市場である電力業界の広告宣伝費は457億円、当社シェアは約4.8%と推定しています。

ターゲット市場は、電力業界の広告宣伝予算　457億円

22億円

ENECHANGE

エネルギープラットフォーム事業
FY21売上高

＜
単位: 億円

※1 TAMはTotal Addressable Marketの略称。当社グループが現状想定する最大の市場規模を意味する用語であり、本書提出日現在で営む事業に係る客観的な市場規模を示す目的で算出されたものではなく推定値も含む。 
※2 ベース市場に対し、日経広告研究所「有力企業の広告宣伝費」より電力会社の売上高広告宣伝比率を乗じ算出。2020年が新型コロナウイルスの影響を大きく受けたため2019年度の数字で算出

TAMの推移

ターゲット市場

約457億円

ターゲット市場シェア

約4.8%

=

APPENDIX：ターゲット市場（プラットフォーム事業）

電力小売全面自由化

■ TAM※1（エネルギープラットフォーム事業）※2

FY15 FY16 FY17 FY18 FY19
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電力・ガス契約の切替後に、切替先の提携企業から切替時の一時報酬と、継続報酬（電力・ガス料金に連動するストック型
収益）を受領する収益構造となっています。多くの企業と提携しており、提携外企業への切替（離脱）は限定的となってい
ます。提携企業の視点から「新規顧客獲得・維持を提供するSaaSモデル（獲得顧客数に応じた月額従量課金）」として
サービス設計しています。

電気・ガス代従量課金のストック型収益

APPENDIX：ビジネスモデル（プラットフォーム事業）

提携企業以外
提携企業以外への契約切替の場合は解約（離脱）扱い

切替時の一時報酬

切替報酬

契約申込の流れ 報酬の流れ

ユーザー

パートナー
企業

提携企業

ストック型

電力・ガス契約切替後の
継続報酬（電気・ガス代従量課金）

大手電力

都市ガス・LPガス

新電力

低圧需要家

高圧需要家
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プラットフォーム事業の売上最大化には、主要KPIである「ユーザー数」と「ARPU」の拡大が必要です。当面の注力施策
として、①デジタルマーケティング、②パートナーチャネル強化、③「ロールアップ」型のM&Aにより、年率30%でのユー
ザー数増加を目指します。

売上最大化のための４戦略

APPENDIX：事業戦略（プラットフォーム事業）

■ プラットフォーム事業における売上拡大の４戦略

ユーザー数

ARPU

プラット
フォーム事業

売上高

サービス拡充/解約率低下4

  自社チャネル強化（デジタルマーケティング、テレビCM）

  パートナーチャネル強化

「ロールアップ」型M&A

1

2

3
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オフライン営業強化のために、不動産管理会社や金融機関などに対して、当社の電力ガス切替プラットフォームシステムを
提供する「パートナー」戦略も重視しています。パートナー社数は437社と、不動産・エネルギー関連企業等を中心に前年
同期比+51%増となっています。

パートナー数の推移

APPENDIX：パートナーチャネル強化（プラットフォーム事業）

※1 法人の新規ユーザー数は、一般家庭の容量を4kWとし総獲得容量から割り戻して一般家庭換算として件数を計算

前年同期比
(FY20Q4→FY21Q4)

+ 51 %

■ パートナー数の推移 ■ パートナー企業の種別

法人向け
家庭向け 不動産 エネルギー関連企業（省エネ設備機器等）

コンサルティング 金融機関・士業 BPO
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LTV/CACの定義および今後の方針

一時報酬・
クロスセル 販売手数料 ライフタイムの

継続報酬 売上総利益率 顧客獲得コスト LTV/CAC

用語解説

一時報酬・
クロスセル

● 一時報酬は電気・ガスの切替時に提携企業から受領する報酬
● クロスセルはユーザーに対して電気・ガスの切替以外の商材を販売することで得

られる売上

販売手数料
● オンライン・オフラインパートナーからの顧客紹介に伴うインセンティブ費用、

および「エネチェンジ」ユーザーに付与するギフト券発行にかかる費用
● いずれも一時報酬の枠内で支払う方針

ライフタイムの
継続報酬

● 電気・ガス切替先の提携企業から受領する継続報酬のユーザーあたりの総額
● 継続報酬（ストック型収益）を継続報酬対象ユーザー数（期末時点）で除した数

値に解約率（プラットフォーム事業全体の月次平均1.3%※1）の逆数を乗じて算出

売上総利益率 ● プラットフォーム事業の売上総利益率

顧客獲得コスト
● 広告宣伝費、人件費、コールセンターやサーバー費用等のセグメント共通費を集

計（一時報酬以上の販売手数料を当社負担する場合には同様に集計）
● 上記を新規獲得ユーザー数で除して算出

一時報酬は
高止まり

省エネ商材等の
クロスセル

アクションプラン
（ハイライトが注力分野）

― ―

解約率を
低水準に維持

97%（2021年12月期実績）

広告宣伝費を中心に費用投下していく方針

家庭 法人

※1 解約率は2021年12月期の数値（2021年12月期上半期のJEPX価格の高騰に伴う「市場連動型プラン」契約者からの解約影響は一時的要因として除く）。解約数は家庭・法人ユーザーの「前期末時点の継続対象ユー
ザー数 + 今期に獲得した新規継続対象ユーザー数 - 期末時点の新規対象ユーザー数」で算出し、解約率は当該期間内における「解約数/継続対象ユーザー数」にて算出。月次平均解約率は「過去12カ月における月次平均
解約数/過去12カ月における月次平均継続対象ユーザー数」にて算出。

LTV CAC

APPENDIX：LTV/CACの定義（プラットフォーム事業）

解約率改善のため、
ユーザー維持施策の

開発・導入



■ エネルギーデータ事業
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自社サービス及び電力・ガス会社への提供サービスより蓄積されたマーケティングデータ、スマートメーターデータ、再生
可能エネルギー発電設備のデータ等をビックデータ化し、AI技術等を活用した分析をすることで各社単独では実現できな
い、より高度で汎用的なサービスの提供を実現しています。

ビッグデータ解析を軸としたサービス提供

ENECHANGE
自社サービスデータ

電力・ガス会社
提供サービスデータ

収集したビッグデータのAI分析

サービスの提供

サービス通じてデータを収集改善・最適化

スマートメーター
データ

マーケティング
データ

発電データ

APPENDIX：サービスの特徴（データ事業）
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「エネルギーの４D」に関連する新規システム投資需要により、電力業界の売上高IT予算比率は増加しています。電力自由
化前の2015年からの増加額453億円が当社のターゲット市場と捉えており、当社のシェアは1.5％と推定しております。
また、主たる競合はオンプレミス型事業者であるため、SaaSプロダクト拡充によりシェア拡大を見込みます。

ターゲット市場は、電力業界の新規IT予算　453億円

※1 ベース市場に対し、一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会「企業IT動向調査）」のエネルギー業界（社会インフラ）の売上高に占めるIT予算比率を乗じ算出。
　　2020年が新型コロナウイルスの影響を大きく受けたため2019年度の数字で算出

8億円

ENECHANGE

エネルギーデータ事業
FY21年度売上高

＜

ターゲット市場

約453億円

TAMの推移

ターゲット市場シェア

約1.7%=

APPENDIX：ターゲット市場（データ事業）

■ TAM（エネルギーデータ事業）※2

単位: 億円

電力小売全面自由化

FY15 FY16 FY17 FY18 FY19
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当社の独自プロダクトを電力・ガス会社に対してSaaS（BtoBtoC型）でサービス提供し、ユーザー（需要家、スマートメー
ター数等）数に連動する従量報酬によるストック型ソフトウェアライセンス収益を基本としています。その他、カスタマイ
ズ等の売上もあります。

月額ライセンス料課金のストック型収益

APPENDIX：ビジネスモデル（データ事業）

サービス提供の流れ 報酬の流れ

ユーザー提携企業

エネルギー
マーケティング

（EMAP）

ソフトウェアライセンス料

クラウド型DXサービス

カスタマイズ、
コンサルティング等

VPPサービス
（蓄電池・EV）

電力データ解析
（SMAP）

[その他売上]

ストック型

蓄電池・EVユーザー

スマートメーター

高圧需要家

低圧需要家

都市ガス・LPガス

大手電力

新電力
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イギリス子会社を起点とするグローバルなネットワークを活用した「エネチェンジ・インサイト・ベンチャーズ」により、
年間600社もの欧米の最先端のエネルギー企業の調査・提携・投資交渉を日本企業に提供しています。また、本サービスで
発掘した有望なベンチャー企業に対して、出資参画するファンド※1を活用した戦略的資本業務提携を行っていきます。

海外ネットワークを活かした戦略的な協業

エネチェンジ ・インサイト
によるベンチャー調査

Japan Energy Fund 1号※2

からの出資による資本提携

年間3社
投資（予定）

年間600社
調査

年間30社
面談・協業議論

※1 海外特化型の脱炭素エネルギーファンド「JAPAN ENERGY ファンド」は当社と株式会社Looopの関連会社が運営し、投資規模総額約1,000億円を目指して活動しています。
※2 第1号ファンドでは、100百万USドル（110億円規模）での事業展開を目指しており、大和エナジー・インフラ株式会社ならびに北陸電力グループが出資しています。

APPENDIX：海外ネットワーク（データ事業）



■ リスク情報
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認識するリスク（1/2）

APPENDIX：認識するリスク（1/2）

項目 影響する
事業セグメント 主要なリスク 顕在化の

可能性
顕在化した

場合の影響度 リスク対応策

事業環境：
電力小売市場

■ エンドユーザーの切替意欲の減退によるスイッチング率
の鈍化、新電力の競争力低下による既存事業の成長鈍化
が生じる可能性

中 大

■ 切替意欲向上のためのユーザー啓蒙
活動や当社認知度向上のための施策
実施

■ 電力小売市場の成長鈍化懸念に対し
て、「デジタル化」「脱炭素化」
「分散化」などの事業領域で切替に
依存しない事業展開を行うことで対
応

事業環境：
電力制度改革

■ 日本国におけるエネルギー関連の規制緩和や制度改革が
計画通りに進行しない場合、想定外の形での法規制の変
更等があった場合、新規事業の展開に影響

中 大

■ 政策担当者の設置による制度改正の
モニタリングと、関連省庁へのパブ
リックコメント・委員会参加などを
通じた対応

事業環境：
新型コロナウイ
ルス感染症

■ 新型コロナウイルス感染症の流行長期化により、度重な
る緊急事態宣言の発令や外出自粛等により法人ユーザー
の電力使用量が極端に落ち込むなど、当社グループ業績
への影響が想定を超えて拡大する可能性 中 大

■ 複数の事業展開によりコロナ禍でも
極端な業績悪化が生じない事業展開
を行うことで対応

プラット
フォーム

データ

データ

プラット
フォーム
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認識するリスク（2/2）

項目 影響する
事業セグメント 主要なリスク 顕在化の

可能性
顕在化した

場合の影響度 リスク対応策

事業内容・提供
サービス：
電力・ガス会社
への依存

■ 資源価格や日本卸電力取引所（以下「JEPX」）における電
力取引価格の想定外の高騰や、自然災害や突発的な事象等
予期せぬ事態により取引先である電力・ガス会社の経営状
態が悪化した場合、また電力・ガス会社における集客チャ
ネルに関する戦略の変更等により、当社グループ以外の
チャネルの重要度が高まった場合には、既存契約の条件見
直しや解消、新規発注の停止等につながる可能性

低 大

■ 多角的な事業展開により、特定会
社に依存しない事業基盤を確立す
ることで対応

事業内容・提供
サービス：
競合他社の状況
について

■ 競合の参入により、当社グループの事業領域における競争
激化により、ユーザーの解約や電力・ガス会社との契約単
価の下落が生じる場合、若しくは当社サービスの導入が進
まない可能性 低 中

■ 健全な競争のもとで、他社よりも
優位なサービス・プロダクトを展
開していくことで対応

事業内容・提供
サービス：
検索エンジン

■ インターネット検索におけるアルゴリズムのロジックの変
更により、検索結果の表示順位が変更された場合や新たな
検索エンジンが主流になった場合、当社の集客に影響 中 中

■ SEO対策等の必要な対策を実施
■ インターネットを介さない集客

チャネルも対応

事業内容・提供
サービス：
技術革新等

■ 技術革新や顧客ニーズの変化に適時に対応できない可能
性、または、変化への対応のためにシステム投資や人件費
等多くの費用を要する可能性 低 中

■ CTO室を中心としたシステム関連
の全社横断的な情報交換や、顧客
ニーズに即したサービス展開によ
り対応

事業内容及び提
供サービス：
システム障害等
について

■ 自然災害、人為災害、テロ、戦争等に伴いシステム障害が
発生することでサービスの提供が困難となる可能性

低 大

■ サーバー等を外部ベンダーに依拠
することでシステム構築のリスク
を低減、外部ベンダーでのシステ
ム障害発生時においても事業継続
が可能なバックアッププランを策
定し対応

プラット
フォーム

データ

APPENDIX：認識するリスク（2/2）

プラット
フォーム

データ

プラット
フォーム

データ

プラット
フォーム

データ
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IR情報窓口

IRウェブサイト：https://enechange.co.jp/ir/

最新の決算短信や決算説明資料などの決算情報、
株式情報や株主総会関連資料のほか、
個人投資家様向けのページなどをご用意しております。

お問い合わせ先：ENECHANGE株式会社　IR担当宛　ir@enechange.co.jp

IRメール配信：登録はこちら
ご登録いただいたメールアドレスに適時開示情報などをタイムリーに
配信。個人投資家様向け説明会のご案内などもお知らせいたします。

サステナビリティページ：https://enechange.co.jp/sustainability/
当社のマテリアリティマップや、環境、社会、ガバナンスに関する取り
組みをご紹介しています。

APPENDIX：IR情報窓口

https://enechange.co.jp/ir/
mailto:ir@enechange.co.jp
https://www.magicalir.net/4169/irmail/index.php
https://enechange.co.jp/sustainability/

